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①地域医療構想における二次医療圏の過不足病床数
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2025年の横須賀・三浦二次保健医療圏の病床数は、高度急性期が約700床余剰し、
回復期が約1,200床不足すると推計されている

区分
高度

急性期
急性期 回復期 小計 慢性期

休棟

中等
未選択 計 備考

平成37年（2025年）

必要病床数（A） 780 2,210 1,913 4,903 1,227 - 0 6,130

平成26年（2014年）

病床機能報告制度 1,612 2,197 420 4,229 1,166 195 0 5,590

地域医療構想の策定にあ
たり、現状把握の指標とし
て用いられるとされている
数値。

平成27年（2015年）

病床機能報告制度 1,781 1,913 389 4,083 1,128 295 0 5,506 報告率97.6%

平成28年（2016年）

病床機能報告制度（B） 1,774 1,895 296 3,965 1,217 349 0 5,531

平成34年（2022年）

病床機能報告制度（C） 1,474 2,171 678 4,323 1,148 41 19 5,531

過不足病床数

（B－A） 994 △315 △1,617 △938 △10 349 0 △599

過不足病床数

（C－A） 694 △39 △1,235 △580 △79 41 19 △599

一般4,127

一般3,982

高度1,612

高度1,781

高度1,774

高度1,474

高度697

高度780
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回復

420

回復
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296

回復678

回復1,420
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医療施設調査（26年）

既存病床数（平成28年3月31日現在）

病床機能報告制度（平成26年（2014年））

病床機能報告制度（平成27年（2015年））

病床機能報告制度（平成28年（2016年））

病床機能報告制度（平成34年（2022年））

2013年病床数（推計ツール）

平成37年（2025年）必要病床数

 出所：平成28年神奈川県地域医療構想、平成28年度二次保健医療圏別（横須賀・三浦圏域）の医療機能ごとの病床の状況
 Ｎ数：自治体病院3、公的病院1、民間病院47

 対象施設：横須賀・三浦二次保健医療圏の病院、有床診療所
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市立2病院の病床機能報告は、現在の医療機能に即したものである

 出所：平成28年神奈川県地域医療構想、平成28年度二次保健医療圏別（横須賀・三浦圏域）の医療機能ごとの病床の状況
 Ｎ数：自治体病院3、公的病院1、民間病院47

 対象施設：横須賀・三浦二次保健医療圏の病院、有床診療所
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項目 区分 高度急性期 急性期 回復期 小計 慢性期 休棟中等 未選択 計

H28年度
病床機能
報告制度

【2016年】自治体病院（A） 454 339 50 843 50 136 0 1,029

【2022年】自治体病院（B） 211 623 145 979 50 0 0 1,029

病床数（差）（B－A） △ 243 284 95 136 0 △ 136 0 0

【2016年】公的病院（C） 696 39 0 735 0 12 0 747

【2022年】公的病院（D） 639 108 0 747 0 0 0 747

病床数（差）（D－C） △ 57 69 0 12 0 △ 12 0 0

【2016年】民間病院（E） 624 1,517 246 2,387 1,167 201 0 3,755

【2022年】民間病院（F） 624 1,440 533 2,597 1,098 41 19 3,755

病床数（差）（F－E） 0 △ 77 287 210 △ 69 △ 160 19 0
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回復期機能の選択基準 病床機能の報告方法

今後の病床機能報告の内容や地域医療構想調整会議の協議状況を踏まえ継続検
討する必要がある

（問）病床機能報告において、回復期機能を選択する場合
の基準はあるか

（答）回復期機能については、「急性期を経過した患者へ
の在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供す
る機能」と定義している。このため、リハビリテーション等
を提供していない場合であっても、病棟の患者に対し、主
として「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医
療」を提供している病棟については、回復期機能を選択す
ることが適当と考えられえる。
こうした考え方は、平成29年度病床機能報告の報告マ
ニュアルにおいてもお示ししている。

病床機能報告においては、病棟が担う医療機能をいずれ
か1つ選択して報告することとされていますが、実際の病

棟には様々な病期の患者が入院していることから、下図
のように当該病棟でいずれかの機能のうち最も多くの割
合の患者の機能を報告することを基本とします。

出所：地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について
（厚生労働省医政局地域医療計画課、平成29年9月29日事務連
絡）

出所：平成29年度病床機能報告報告マニュアル①（厚生労働省、
平成29年9月）

つまり、厚生労働省から回復期病床を分析した結果の解釈に対して、以下のとおり注意喚起されている

「回復期機能を担う病床が各構想区域で大幅に不足しているように誤解させる状況が生じていると想定される。」

出所：地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について（厚生労働省医政局地域医療計画課、平成29年9月29日事務連絡）



②市立病院の医療機能
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市立病院の医療機能の検討内容

地域性や医師の体制面から強化又は維持の方針を検討する

 横須賀・三浦二次保健医療圏では、主要疾患の搬送時間は概ね30分圏内である

 しかしながら、現在、市民病院で24時間365日体制で対応できないくも膜下出血については、横

須賀市西地区に60分圏内エリアが発生している

 特に緊急対応を要する脳卒中については、発症から治療開始までの時間が予後に大きな影響

を及ぼすため、市民病院の体制強化について検討する必要がある

脳卒中

 市民病院に5人の小児科医がいたが、医師の確保が難しくなったことから、2014年4月から入院

診療を休止している

 市立2病院が、24時間365日、緊急入院に対応できる体制を整えるために、小児科医師をうわま

ち病院と市民病院に分散配置することは、基幹となっているうわまち病院の患者受入態勢を今

のレベルで維持できなくなる恐れがあるため、難しい

 現在は、うわまち病院と横須賀共済病院が小児科入院診療を担っているが、両病院ともに病床

稼働率が低く空床が発生している状態で、更に市民病院でも当該医療を担うかどうか検討する

必要がある（P13参照）

小児（入院）

 市民病院は、2010年10月までは24時間365日体制で緊急帝王切開に対応していたが、医師不

足により現在は休止している。2017年9月に産科医師を1人確保できたため、予定帝王切開には

対応できるようになった

 周産期救急まで機能を拡張するには、産科医師だけではなく小児科医師や麻酔科医師等も含

めた周産期医療チームとする必要がある

 うわまち病院、横須賀共済病院が周産期医療を担っているが、さらに市民病院で担う必要があ

るかを検討する必要がある

周産期
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くも膜下出血については市民病院が対応できないケースもあり、市西地区では搬送
時間が60分圏内となっている

出所：平成28年神奈川県地域医療構想
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横須賀・三浦二次保健医療圏のくも膜下出血の自己完結率は神奈川県内で平均的
な値である

 出所：平成28年神奈川県地域医療構想
 自己完結率の判定基準：二次保健医療圏を赤枠の9つに分け、上位4位までは高い値、5位は平均的な値、6位以降は低い値とする
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横須賀・三浦二次保健医療圏の脳梗塞の自己完結率は神奈川県で高い値である

 出所：平成28年神奈川県地域医療構想
 自己完結率の判定基準：二次保健医療圏を赤枠の9つに分け、上位4位までは高い値、5位は平均的な値、6位以降は低い値とする
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横須賀・三浦二次保健医療圏の脳出血患者の自己完結率は神奈川県で低い値である

 出所：平成28年神奈川県地域医療構想
 自己完結率の判定基準：二次保健医療圏を赤枠の9つに分け、上位4位までは高い値、5位は平均的な値、6位以降は低い値とする
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急性心筋梗塞については市民病院も対応しており、概ね30分圏内であることから、市
民病院が一定の急性期機能を有する意義がある

出所：平成28年神奈川県地域医療構想
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小児科・産婦人科の医師数・病床数・稼働率

小児科・産科の医師数や病床数は以下の通りであり、うわまち病院、横須賀共済病
院で充足している

医師数 市民病院 うわまち病院 横須賀共済病院

小児科 1 12 8

産婦人科 1 5 9

病床数・稼働率
稼働病床数（床） 稼働率（※2）

市民病院 うわまち病院 横須賀共済病院 市民病院 うわまち病院 横須賀共済病院

小児科

一般 0 31 15

- 49.8% 34.6%NICU 0 6 9

GCU 0 7 0

産婦人科（※1） 4 32 56 5.0% 26.3% 52.1%

（※1）市民病院は産科の病床数、うわまち病院及び横須賀共済病院は産科、婦人科病床数の合算です
（※2）本表で掲載している稼働率は、小児科や産婦人科の入院患者数を母数とした稼働率です。そのため、実際の運用において、特に産婦人

科病床には他診療科の女性患者が入院するケースも多いことから、実際の病棟の稼働率と上記の稼働率は異なります
（※）各施設のデータは平成29年4月時点の情報を基に作成しています

（人）
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小児科の1日平均患者数 産婦人科の1日平均患者数

3病院の過去5年間における小児科・産婦人科の1日平均患者数の推移は以下のと
おりである
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③建築コスト及び財源等
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敷地・建物概要（1/2）

現地建替えには、アプローチの考慮やローリング計画の検討など、より詳細な検討が
必要である。現時点では大まかな費用水準の把握を目的に試算した

土地

住所
登記簿上 横須賀市上町２丁目３６番地

住居表示

地積 面積 38,033.09㎡
（注）看護専門学校敷地1,395,43㎡を除き、看護専門学校との共有部580.24㎡を含む。

接道 北側：１項１号*1

その他特記事項 本館病棟、外来棟、管理棟、南館、放射線治療棟敷地、駐車場（137台）

建物

想定算定基準 500床×90㎡/床想定 *1

想定延べ面積 45,000㎡ *1

備考

法令

用途地域 第一種中高層住居専用地域 （200％ / 60％）

防火地域 準防火地域

地域地区 第一種高度地区（最高高さ15ｍ）

その他の地域地区 宅地造成工事規制区域 、その他*1

備考

*1は、資料の整理や詳細な調査が必要
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敷地・建物概要（2/2）

新病院建設に有効な空地が少なく、工事車両通路の確保にも課題がある
現地建て替えの場合、南館や放射線治療棟を考慮した配置計画が必要となる

名 称 構 造 延床面積（㎡） 建築年月日 主な用途

本館病棟
RC造地上７
階建

7,312.25

S40.3.30

S55.3.22

一部増築
H16.3.31

改修

病棟（293床）

外来棟

（ 血 管 造
影 棟 含
む）

RC造地上２

階地下１階
建

4,477.13

S41.3.19

H16.3.31

改修

（血管造影棟増築
H20.3.14）

外来、救命救
急病棟（24床）

管理棟
RC造地上２
階建

1,129.22 S56.3.31
外来、管理部
門

南館
RC造地上５
階建

6,987.14 H18.5.19

手術室、病棟
（100床）

リハビリテー
シ ョ ン セ ン
ター

放射線治
療棟

RC造地上１
階建

195.96 H26.8.19 放射線治療

医師公舎
（RC1）

RC造地上４
階建（４戸）

380.06 S41.3

医師公舎
（RC2）

RC造地上３
階建（６戸）

435.00 S48.3

医師公舎
（RC3）

RC造地上４
階建（８戸）

547.00 S55.3

旧看護婦
宿舎

RC造地上５
階建

516.10

旧看護婦
宿舎

RC造地上１
階建

167.37

その他
（小屋等）

233.35

計 22,380.58

2

1

2

3

4

53 1

4

5

6

7

6

7

8

8
横須賀市
立看護専
門学校

RC地上５階
建

3,067.29 S53.3.30
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新築建物の建築に198億円程度を要し、更に現地建替えの場合には追加コストや工
期への影響を考慮する必要がある

現地での建替えの場合、さらに下記の項目の検討及び費用が必要となります。

・運営しながら建替えを行うため、既存・解体・新築のローリング計画の検討
・敷地高低差があり、敷地の活用部分が限定的なため、新築時の造成計画の検討
・残存する既存棟と新築棟との機能連携及び建物連結の検討

現地建替えの検討項目

近年の急性期病院においては、病院機能や敷地状況等の諸条件により異なりますが、延床面積は1床当たり
90㎡（条件により80～90㎡程度）で計画又は建築されています。

また、建築費用も様々な要因により変動しますが、公立病院の場合には概ね40万円/㎡で計画又は建築され
ています。

上記の考え方から、

（移転建替えの想定金額）
仮に500床の新病院（延床面積45,000㎡）を建築するとした場合、必要となる建築費用は、
500床×90㎡/床×40万円/㎡×消費税10％＝198億円

（現地建替えの想定金額）
うわまち病院は南館や放射線治療棟の継続活用が可能であるため、これらの延床面積（約7,000㎡）を控除し
た38,000㎡（＝45,000㎡－7000㎡）が新築対象面積となりその場合に必要となる建築費用は、
38,000㎡×40万円/㎡×消費税10％＝167億円となります

建築費用の考察

建築費用の動向と今回の考慮事項
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財源シミュレーション（新築の場合）

事業費と財源については継続して詳細検討が必要であるが、仮にシミュレーションし
た試算を示す。移転新築の場合は用地取得費が必要になる

設計・管理費

建築費

駐車場

解体費用

外構費

医療機器等

その他

実施設計・施工監理

建築費

駐車場

外構費

事業費全体
（265.8億円）

財源シミュレーション

下記以外

解体費用

用地取得費

病院事業債
（250億円）

上記のうち、
建物211.5億円※、
医療機器等38.5億円

自己資金
（15.8億円＋用地取

得費）

情報システム 情報システム 指定管理者

項目 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目

建
物

元利返済額 127 127 127 127 127 914 914

うち
支払利息 127 127 127 127 127 127 122

うち
元本返済 0 0 0 0 0 787 791

期末借入金
残高 21,150 21,150 21,150 21,150 21,150 20,363 19,572

減価償却費 705 705 705 705 705 705 705

医
療
機
器
等

元利返済額 0 963 963 963 963 0 0

うち
支払利息 0 0 0 0 0 0 0

うち
元本返済 0 962 962 963 963 0 0

期末借入金
残高 3,850 2,888 1,925 963 0 0 0

減価償却費 770 770 770 770 770 0 0

シミュレーション条件
・建物：耐用年数30年、借入金利0.6%、返済期間30年（うち据置5年）
・医療機器等：耐用年数5年、借入金利0.01%、返済期間5年（うち据置1年）

※建物については、建築・設備・構築物の区分により耐用年数が異なるが、簡易シ
ミュレーションのため病院事業債の償還と揃えて一律30年計算とした。なお、8

年目以降の元利返済額は30年目まで一定である

※医療機器等についても、実際の計算では資産ごとに耐用年数が異なるが、上記
と同様の理由により一律5年計算とした。また、現病院から移設可能な資産があ
る場合には、上記事業費の低減が可能であると思われる

※情報システムは指定管理者がこれまで準備していきたため、そのとおり設定して
いるが、情報システム以外にも運営上の負担が指定管理者に発生する

単位：百万円

※建物のうち、実施設計・施工監理4.2億円、本体建築費198億円、外構及び駐車場9.3

億円（駐車場は250台程度想定）とし、10%の消費税率を考慮した金額

その他事業費

医療機器等

その他
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財源シミュレーション（現地で南館・放射線治療棟を継続使用する場合）

（前頁続き）
現地建て替えの場合には、土地の状況等により追加コストの可能性がある

実施設計・施工監理

建築費

駐車場

外構費

事業費全体
（233.8億円）

財源シミュレーション

下記以外

解体費用

その他

病院事業債
（218.6億円）

上記のうち、
建物180.1億円※、
医療機器等38.5億円

自己資金
（15.2億円）

項目 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目

建
物

元利返済額 108 108 108 108 108 778 778

うち
支払利息 108 108 108 108 108 108 104

うち
元本返済 0 0 0 0 0 670 674

期末借入金
残高 18,010 18,010 18,010 18,010 18,010 17,340 16,666

減価償却費 600 600 600 600 600 600 600

医
療
機
器
等

元利返済額 0 963 963 963 963 0 0

うち
支払利息 0 0 0 0 0 0 0

うち
元本返済 0 962 962 963 963 0 0

期末借入金
残高 3,850 2,888 1,925 963 0 0 0

減価償却費 770 770 770 770 770 0 0

シミュレーション条件
・建物：耐用年数30年、借入金利0.6%、返済期間30年（うち据置5年）
・医療機器等：耐用年数5年、借入金利0.01%、返済期間5年（うち据置1年）

※建物については、建築・設備・構築物の区分により耐用年数が異なるが、簡易シ
ミュレーションのため病院事業債の償還と揃えて一律30年計算とした。なお、8

年目以降の元利返済額は30年目まで一定である

※医療機器等についても、実際の計算では資産ごとに耐用年数が異なるが、上記
と同様の理由により一律5年計算とした。また、現病院から移設可能な資産があ
る場合には、上記事業費の低減が可能であると思われる

※情報システムは指定管理者がこれまで準備していきたため、そのとおり設定して
いるが、情報システム以外にも運営上の負担が指定管理者に発生する

単位：百万円

医療機器等

設計・管理費

建築費

駐車場

解体費用

外構費

医療機器等

その他

※建物のうち、実施設計・施工監理3.5億円、本体建築費167.2億円、外構及び駐車場9.3

億円（駐車場は250台程度想定）とし、10%の消費税率を考慮した金額

情報システム 情報システム 指定管理者

その他事業費
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再編・ネットワーク化に伴う地方交付税制度について

項目 制度の概要

期間
平成27年～32年

＊平成32年以降については未定（通常の整備25%の普通交付税措置が想定されている）

優遇措置

通常の整備について元利償還金の25%を普通交付税措置

再編・ネットワーク化に伴う整備について元利償還金の40%を普通交付税措置

要件

 以下に掲げるすべての取組が行われることを要件とする

• 機能分担による病床規模又は診療科目の見直し

• 共同購入等による医薬品、診療材料等の効率的調達

• 医師の相互派遣による協力体制の構築

• 医療情報の共有等による医療提供の連携体制の構築

対象

 病院・診療所間のネットワーク形成のために必要となる患者搬送車、遠隔医療機器等の整備に要する経費

 経営主体の統一に伴い必要となる情報システムの統合等整備に要する経費

 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院において新たに整備される高度医療又は救急医療の用に供する
医療施設及び医師の研修又は派遣の拠点機能を有する施設並びにこれらの施設に設置される医療機器等の整備に
要する経費

 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院以外の医療施設において必要となる既存施設の改修及びこれに
伴い設置される医療機器等の整備に要する経費

 統合に伴う新病院の整備に要する経費（解体費を含む。ただし現地建て替えの場合は対象外）

再編・ネットワーク化に伴う地方交付税の措置の概要
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（参考）

項目 制度の概要

期間 平成27年以降

優遇措置 病院の新設・建替・増改築について元利償還金の25%を普通交付税措置

措置の対象 公立病院施設の新設・建替・増改築等（医療機器整備を含む）に係る病院事業債

措置の要件

 当該事業の基本設計に着手する段階で、その見込み等を（公立病院の新設・建替等に関する調書）作成し、総務省
に提出。

 都道府県は、病院事業債の同意等を適切に行う観点から収支見通し、当該公立病院に係る機能・役割分担等の地域
医療構想 との整合性について十分に検討を行った上で意見を付す。

 該当地方公共団体は、当該事業が終了するまでの間、各年度の進捗状況等を総務省に報告。

 総務省は、都道府県の意見に基づき適当であるものに係る病院事業債の元利償還金について地方交付税措置を講
じる。

施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の概要
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再編・ネットワーク化に伴う事例は以下のとおりである

出所：【総務省】地域医療の確保と公立病院改革の推進に関する調査研究会（第4回）
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出所：【総務省】地域医療の確保と公立病院改革の推進に関する調査研究会（第4回）



④スケジュール
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新病院完成に向けた手順と期間

工事方法により異なるが、新病院の完成までには7～8年程度を要することから、早
期に建替えに向けた検討に着手することが望ましい

将来構想

基本計画

基本設計

実施設計

施工

開院

平成30年度

平成31年度

平成32年度

平成33年度

平成34～36年度
※現地建替えの場合、
工事手順により大きく変動

平成37年度

各段階での主な検討・実施事項

市立2病院の将来のあり方、機能を検討
うわまち病院の建築規模や予算の検討
現地建替え又は移転の検討

病院全体及び各部門の建替え方針の検討
運用の概要や人員配置等の検討
詳細予算の検討（建築、高額医療機器、情報システム等）

最適な設計者の選定
新病院の設計の概要検討（建物配置、区画割り、工事手順等）
建設コストの精査

新病院の設計の詳細検討（工事用の図面作成）
建設コストの確定、発注準備
医療機器や情報システムの詳細の確定

工事管理とコストの抑制
医療機器や情報システムの詳細の確定
運用の詳細検討、業務委託会社の選定

建物引き渡し、医療機器等の搬入
リハーサル
開院



⑤医療圏の病院分布
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横須賀共済病院（747床）

●○△□■＊

市立うわまち病院（417

床）●■□＊

市立市民病院（476床）

■□

三浦市立病院（136床）

自衛隊横須賀病院（100床）

聖ヨゼフ病院（182床）

大船中央病院（292

床）□

湘南病院（167床）

横須賀・三浦保健医療圏

三 浦
市

衣笠病院（251床）☆

ふれあい鎌倉ホスピタル（112床）

湘南鎌倉総合病院（619床）

●□

湘南記念病院（163床） 清川病院（198床）

テレジア病院（128床）

鈴木病院（125床）

パシフィックホスピタル（300床）
凡例：

● 救命救急センター

○ 災害拠点病院

△ がん診療拠点病院

☆ がんの緩和ケア病棟

■ 地域医療支援病院

＊ 周産期母子医療センター

□ 分娩取扱施設

金沢文庫病院（147床） 金沢病院（173床）

県立循環器呼吸器病センター（179床）

若草病院（199床）

横浜市立大学付属病院（612床）

横浜南共済病院（591床）

(病床数)

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

休棟中､廃止予定等

0

200

800

500
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医療圏内の病院分布（100床以上）

今後の市立病院の役割を考えるにあたり、横須賀・三浦二次保健医療圏内の病院分
布を踏まえて検討する必要がある

出所：神奈川県「二次保健医療圏別（横須
賀・三浦圏域）の医療機能ごとの病床の状
況」（平成28年度）、神奈川県人口統計調
査結果（平成29年9月1日現在）、各病院
ホームページ、医療計画を基に作成

市東部はうわまち病院と横須賀共
済病院が急性期の中心を担ってい
る

市西部は市民病院が急性期医療
を担っている

市南部～三浦市にかけては急性
期が相対的に手薄である

横須賀市
地区別人口

総数 401,045 

追浜 31,976 

田浦 17,811 

逸見 10,843 

本庁 62,078 

衣笠 60,339 

大津 40,885 

浦賀 46,079 

久里浜 52,905 

北下浦 35,110 

西 43,019 

（401,045人）

（172,250人）

（57,444人）

（31,987人）

（43,942人）

※市町名の括弧内は平成29年
（2017年）9月1日の推計人口

※病院数の括弧内は病床機能報
告の病床数（一般・療養）


